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令和５年度までの振り返り
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・令和４年４月 プラスチック資源循環促進法施行
プラスチック使用製品廃棄物の分別収集や再商品化に努めるものとされた

・令和５年８月～ 市民会議によるプラスチックごみ分別案の検討
「単一プラスチック素材であるもの かつ ４０㎝未満の大きさのもの」

・令和５年１２月 大津市廃棄物減量等推進審議会
プラスチックごみ一括回収モデル事業案提示
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１．モデル事業の目的と概要
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（１） 目的
プラスチックごみ一括回収時における収集量の変化や種類、異物混入等を
把握・予測するため

（２） 概要
対象地域 真野北学区、滋賀学区、瀬田学区の一部の自治会区域

（１学区につき、100～２００世帯程度）
期 間 令和６年１０～１２月
調査内容 ごみの量と組成、再商品化に伴う環境負荷、住民意見

プラスチック製容器包装 プラスチック製品

プラスチックごみ一括回収の対象
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１．モデル事業の目的と概要
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令和７年令和６年

３月２月１月１２月１１月１０月９月８月

説明・チラシ配布■-----■

現行の分別方法による収集■---------■

プラスチックごみ一括回収■----------------------■

プラスチックごみ組成調査■

アンケート調査■---■

報告書まとめ□------------------□
凡例：■ 実施済

□ 実施中／予定

アンケート調査まとめ□---□

アンケート配布■

（3） スケジュール
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１．モデル事業の目的と概要
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図１－１ 配布チラシ（表）

（4） 配布物
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１．モデル事業の目的と概要

５

図１－2 配布チラシ（裏）

（4） 配布物
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2．収集結果

６

令和６年１０月、１１月、１２月、3地域５９６世帯を対象に収集を実施した。
プラスチック製容器包装のみの収集を行った１０月は、１世帯あたりの重さが
２５５．０３ｇ、 １１月、１２月の一括回収では３２２．９９ｇとなり、２７％増となった。

表２ モデル事業対象地域の収集量

保管場所

容器包装のみ

容器包装＋製品
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3．組成調査結果
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（１）分類ごとの重量と容積
表3 分類ごとの重量と容積
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3．組成調査結果
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（2）重量割合

(77.5%)プラスチック製容器包装

(10.5%)プラスチック製品

(  8.6%)分別基準外

( 3.4%)指定ごみ袋

図3-1 重量割合(汚れ分類なし) 図3-2 重量割合(汚れ分類あり)

(５０.５%)きれいなプラスチック製容器包装

(２７.０%)汚れたプラスチック製容器包装

( ８.５%)きれいなプラスチック製品

( ２.０%)汚れたプラスチック製品

( ８.６%)分別基準外

( 3.4%)指定ごみ袋
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3．組成調査結果
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（3）素材別の割合（参考）

(19.9%)ＰＥ

(26.0%)ＰP

(18.0%)ＰS

(20.2%)PET

(  0.2%)PVC・PVDC

(10.2%)その他（その他の材質・複合素材）

(  5.6%)アルミ蒸着（その他の材質・複合素材）

ＰＥ ポリエチレン
（製品例 レジ袋）

ＰP ポリプロピレン
（製品例 衣装ケース、ボトルキャップ）

ＰS ポリスチレン
（製品例 発泡スチロール、食品トレー）

PET ポリエチレンテレフタレート
（製品例 ペットボトル、タマゴパック）

PVC ポリ塩化ビニル
（製品例 塩ビ管）

PVDC ポリ塩化ビニリデン
（製品例 家庭用ラップ）

(13.0%)ＰＥ

(60.6%)ＰP

(  1.8%)ＰS

(  6.8%)PET

(10.8%)PVC・PVDC

(  7.0%)その他（その他の材質・複合素材）

図3-3 素材別割合(容器包装) 図3-4 素材別割合(製品)
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４．今後の予定

１０

令和９年度令和８年度令和７年度令和６年度

□ モデル事業

□ モデル事業に関する
分析調査

□ モデル事業の評価
□ 分別収集に伴う効果

予測
□ 分別収集計画の見直

しの可能性検討
□ 施設機能の評価

□ 再商品化事業計画の
策定の可能性検討

□ 再資源化施設に関す
る対策

□ プラスチックに係る
資源循環の促進等に
関する法律の5年経過
時の検討時期

①現容器包装再資源化施設での受入れ（対応）能力の検討

②収集運搬、再商品化に伴う財政負担の変化に対する検討

③CO₂等温室効果ガスの抑制効果に対する評価

④プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律の5年経過時の検討
規定に基づく制度改正の動向を見据えた、分別収集計画の見直しの可能
性について検討


